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組織的な犯罪の共謀罪」をめぐる各方面からの「
御意見・御指摘に対する法務省の考え方

＜法務省の考え方＞
○ 「組織的な犯罪の共謀罪」は，犯罪について単に話し合っただけで処罰される
というものではありません。
共謀罪が成立するためには

① 実行しようとする犯罪が，重大な犯罪（死刑又は無期若しくは長期４年以上
の懲役・禁錮の刑が定められた罪）であること

② 実行しようとする犯罪が，組織的な犯罪集団の関与するものであること
③ そのような犯罪を実行しようという具体的・現実的な合意をすること
が必要です。

○ したがって，①②の要件を満たす特定の犯罪行為について，いくら話し合った
り，相談を重ねても，そのような犯罪を実行しようという具体的・現実的な合意
に至らなければ，共謀罪は成立しませんし，また，組織的な犯罪集団の関与しな
い犯罪の相談であれば，仮に具体的・現実的な合意をしたとしても，やはり共謀
罪は成立しません。

○ なお，与党修正案では，仮に①②③の要件をすべて満たした具体的かつ現実的
な合意があったとしても，それだけでは処罰されず，更に実行に向けた段階に至
ったことの現れとなる外部的な行為が行われた場合に，はじめて処罰することと
されています。

○ こういうわけですから，共謀罪について，単に「話し合いに加わるだけで処罰
できる 「犯罪の実行を事前に話し合っただけで処罰される」というような表現」
だけで説明するのは，極めて不正確であり，かつ，誤解を招きやすいものと思い
ます。

御意見・御指摘１
共謀罪について，犯罪を実行することを話し合っただけで処罰されてしまうとい

うような説明がされることがありますが，本当にそうなのでしょうか。

御意見・御指摘２
共謀罪ができると，犯罪を実行してもいないのに処罰されてしまいます。思想・

信条の自由が奪われてしまうのではないでしょうか。
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＜法務省の考え方＞
○ 御意見・御指摘１で御説明しましたように 「組織的な犯罪の共謀罪」は，単，
に犯罪の実行について話し合っただけで成立するものではなく 「重大な犯罪」，
であって，かつ，組織的な犯罪集団が関与する犯罪を実行することについて，具
体的かつ現実的な合意をするという行為が行われなければ，処罰の対象となりま
せん。特に，組織的な犯罪集団が，犯罪の実行を計画する場合には，それが実際
に実行される蓋然性は極めて大きいものと思われます。
ここで処罰の対象となるのは，飽くまでも，このような合意をしたという行為

であって，単に頭の中で考えたり，思ったりしたことが処罰されるというわけで
はありません。

○ このように，そもそも 「組織的な犯罪の共謀罪」は，思想・信条の自由を侵，
害するものではありませんが，与党修正案においては，そのような御懸念がある
ことをも踏まえ，共謀に加えて，一定の外部的な行為が行われなければ処罰され
ないという明文の規定が設けられています。

＜法務省の考え方＞
○ 「組織的な犯罪の共謀罪」は，すべての犯罪の共謀について，広く一般の方々
を対象として適用されるものではなく，重大かつ組織的な犯罪の共謀に限って適
用されるように作られています。
すなわち，その対象となる犯罪は

① 重大な犯罪（死刑又は無期若しくは長期４年以上の懲役・禁錮の刑が定めら
れた罪）であり，

② 組織的な犯罪集団の関与するもの
に限られています。

○ この点，ここでいう重大な犯罪の数が６００を超えるということで，適用対象
が広がり過ぎているのではないかという御指摘もありますが，これらの罪の共謀
の全てについて「組織的な犯罪の共謀罪」が成立するわけではなく，その中で，
組織的な犯罪集団が関与する重大な犯罪だけが対象とされていますので，適用対
象は極めて限定的なものとなっています。

○ したがって 「組織的な犯罪の共謀罪」が，これまでの日本の刑罰法体系から，
大きく踏み出すということはないものと考えています。

御意見・御指摘３
共謀罪は，その対象となる犯罪の数が６００を超えることからも，既遂罪を原則

とする日本の刑罰法体系から大きく踏み出すのではないでしょうか。

御意見・御指摘４
共謀罪は，現代の「治安維持法」であり，拡大解釈されて，一般市民の自由を侵

害するようになるとの批判もありますが，大丈夫なのでしょうか。
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＜法務省の考え方＞
○ 本当に心配に思われる方は，治安維持法の条文を一度読んでみて下さい。この
法律は，戦前の特殊な社会情勢の中で，国体を変革することを目的として結社を
組織することなどを処罰の対象としていました。ここでは，犯罪行為と直接的に
は結びつかない文言を用いて，犯罪の構成要件が規定されていました。

○ これに対し 「組織的な犯罪の共謀罪」は，御意見・御指摘１で御説明しまし，
たように 「重大な犯罪」であって，かつ，組織的な犯罪集団が関与する犯罪を，
実行することについて，具体的かつ現実的な合意をした場合に限って，処罰する
ものです。
このような要件を満たした犯罪の実行についての合意があった場合に限って処

罰の対象としているものであり，必ずしも特定の犯罪と結び付かない結社を組織
する行為自体を処罰するものではありません。

，「 」 ， ， ，○ このように 組織的な犯罪の共謀罪 は 治安維持法とは その趣旨や目的
犯罪の構成要件の規定の仕方，処罰の対象となる範囲などが全く異なっており，
この両者が同じものであるという批判は全く当たらないと考えます。

＜法務省の考え方＞
○ この点は，大変な誤解があるところです。

「国際組織犯罪防止条約」は，国際社会が協力して組織犯罪と戦うため，国際
性の有無を問わず「重大な犯罪」を実行することの共謀を犯罪とすることを義務
付けています。したがって，共謀罪の対象を国際的な犯罪に限定することは，条
約上許されておりません。

○ 現実の社会では，表面上は，国際組織犯罪であるとは認め難いものの，実際に
は，その背後に国際犯罪組織が存在するという場合があります。
例えば，薬物密売組織が，他国から薬物を密輸入した上で，ある国でその薬物

を密売することが多く見受けられます。この場合，薬物を密売する行為自体には
国際性がないと言えますが，密輸入した薬物を密売することで利益を上げるとい
う一連の活動全体をみれば，正に国際的な犯罪と言えます。そこで，このような
場合，仮に，薬物を密売するという行為の共謀を犯罪として処罰できなければ，
薬物密売組織の犯罪活動の実態に適切に対処することができなくなってしまいま
す。

○ また，実際にも，これまでこの条約を締結した１２０か国の中で，このような
限定をするために，条約の規定を留保した国があるとは承知していません。

御意見・御指摘５
国際組織犯罪防止条約の締結のために必要としながら，国際犯罪とは関係ない国

内犯罪の共謀も処罰しようとするのは，国民の取締りを強化したいからではないで
すか。
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○ このように 「組織的な犯罪の共謀罪」について，その対象となる犯罪を国際，
犯罪に限定していないのは，正に条約の要請に従ったことによるものであって，
御指摘のような御批判は，全く的はずれのものだと言わざるを得ません。
（なお 「組織的な犯罪の共謀罪に関するＱ＆Ａ」のＱ６ 「共謀罪を国際犯罪， ，
に限定できないことについて」も，御参照ください ）。

＜法務省の考え方＞
○ 政府案においても，正当な目的で活動している一般の団体の活動が「組織的な
犯罪の共謀罪」の対象となることは，条文の解釈上考えられませんが，この点，
与党修正案では，この罪の対象となり得る団体が 「組織的な犯罪集団 ，すな， 」
わち 「結合関係の基礎としての共同の目的が長期５年以上の犯罪等を実行する，
ことにある団体」に限られることが条文上も明記されました。そして，この「結
合関係の基礎としての共同の目的」とは，正にそのために構成員が継続して結合
しているという，構成員の継続的な結合関係を基礎付けている目的をいいます。

○ したがって，正当な目的で活動している一般の市民団体や労働組合などの団体
については，その「結合関係の基礎としての共同の目的」が，そのような正当な

， ，「 」活動を行うことにあることは明らかですので およそ 組織的な犯罪の共謀罪
の対象とされることはあり得ません。

＜法務省の考え方＞
○ 「組織的な犯罪の共謀罪」についても，特別な捜査方法があるわけではありま
せん。他の犯罪と同じく，与党修正案にいう「結合関係の基礎としての共同の目
的が長期５年以上の犯罪等を実行することにある団体」という要件を含め，御意
見・御指摘１で御説明しましたような犯罪の要件に当たる行為が行われたという
客観的な嫌疑があった場合にはじめて，刑事訴訟法等の法令に従って，捜査が行
われます。

○ すなわち，捜査機関においては，このような客観的な嫌疑が認められた場合に
はじめて捜査を開始し，刑事訴訟法等の法令に従って収集した証拠に基づいて，
共謀の時点において，組織的な犯罪集団が関与するものといえるかどうかを判断
するのであり，広く一般の団体を対象として，あるいは特定の団体を対象に，組
織的な犯罪集団に変わるかどうかを日常的に監視するわけではありません。

御意見・御指摘６
共謀罪は，一般の市民団体や労働組合などの正当な目的で活動している団体を対

象として適用されることはないのでしょうか。

御意見・御指摘７
捜査機関が，広く一般の団体を対象として，あるいは特定の団体を対象に，組織

的な犯罪集団に変わるかどうかを日常的に監視することになりませんか。


